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議案第　１５　号

議決第　２２　号

　令和７年度瀬戸内町一般会計予算について、別紙のとおり議会の議決を求める。

　 　　令和　７年　３月　　５日　提　出

瀬戸内町長

　　令和　７年　３月　２１日　原案可決

瀬 戸 内 町

議 会 議 長

鎌 田 愛 人

向 野 忍

　　令和７年度　瀬戸内町一般会計予算について
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　令和７年度瀬戸内町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０，７５０，６０１千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　（債務負担行為）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることが

　できる事項、期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。

　　（地　方　債）

第３条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債

　の方法、利率及び償還の方法は、「第３表　地方債」による。

　　（一時借入金）

第４条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最高額は、２，５００，０００

　千円と定める。

　　（歳出予算の流用）

第５条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することが

　できる場合は、次のとおりと定める。

　　(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内

　　　でのこれらの経費の各項の間の流用。

　令和　７年　３月　　　日　提出

鹿児島県　瀬戸内町長 鎌田　愛人

令 和 ７ 年 度　瀬 戸 内 町 一 般 会 計 予 算  
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（単位：千円）

起債の方法 利　率 償　　還　　の　　方　　法

１． 1,000

内訳 県 単 砂 防 対 策 事 業 1,000

２． 20,600 5.0%以内

内 補 助 災 害 復 旧 事 業 15,600

訳 単 独 災 害 復 旧 事 業 5,000

３． 18,600

内 防 災 行 政 無 線 再 整 備 事 業 6,000

訳 集 会 施 設 環 境 改 善 事 業 12,600

４． 22,000

内 県 単 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 15,000

訳 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 7,000

５． 15,000

内 河 川 浚 渫 事 業 10,000

訳 町 単 治 山 事 業 5,000

６． 1,100

内訳 保 育 所 環 境 改 善 事 業 1,100

７． 44,200

内訳 公 立 学 校 情 報 機 器 購 入 事 業 44,200

８． 109,400

内 道 路 整 備 事 業 94,000

訳 林 道 舗 装 事 業 15,400

９． 616,000

古 仁 屋 港 港 湾 改 修 事 業 ( 統 合 補 助 ) 12,000

海 岸 堤 防 等 老 朽 化 対 策 緊 急 事 業 4,500

港 湾 改 修 事 業 ( 加 計 呂 麻 港 ) 94,800

海 岸 メ ン テ ナ ン ス 事 業 2,500

港 湾 施 設 整 備 事 業 3,200

県 営 中 山 間 地 域 総 合 整 備 事 業 10,000

農 業 農 村 整 備 事 業 5,000

貨 物 フ ェ リ ー 運 航 費 補 助 事 業 107,200

古 仁 屋 小 学 校 改 築 事 業 152,600

加 計 呂 麻 き び 酢 運 営 事 業 出 資 金 60,000

加 計 呂 麻 き び 酢 運 営 事 業 補 助 金 5,000

農 林 水 産 物 直 売 所 運 営 事 業 補 助 金 6,000

大島地区衛生組合施設整備事業 25,400

過 疎 地 域 持 続 的 発 展 特 別 事 業 127,800

合　　　　　　　　計 847,900

証書借入

又は

証券発行

　政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権者
と協定するものによる。ただし、町財政
の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還もしくは低利に借換
えすることができる。

（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる政府資
金及び地方公共
団体金融機構資
金について、利
率の見直しを
行った後におい
ては当該見直し
直後の利率）

過 疎 対 策 事 業

緊 急 浚 渫 推 進 事 業

デ ジ タ ル 活 用 推 進 事 業

内
　
　
　
　
訳

災 害 復 旧 事 業

こ ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業

第３表　地　方　債

起　債　の　目　的 限　度　額

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業

辺 地 対 策 事 業
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